平成２９年度 

拠点化計画促進研究開発事業補助金

【募集案内】

	◆受付期間

平成２９年４月１１日（火）～平成２９年４月２５日（火）（１７：００締切）

◆相談および申請先

　（公財）若狭湾エネルギー研究センター　産業育成部

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　ＴＥＬ：０７７０－２４－７２７６（直通）

　　　　　　　　　　　　　　　　ＦＡＸ：０７７０－２４－７２７５

　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：sangyo@werc.or.jp
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

※受付時間は、９：００～１７：００（土日・祝日を除く）とします。

　※郵送の場合は、受付最終日の１７：００までに必着のこと。

　※事前相談等は、随時受付します。




平成２９年４月

公益財団法人　若狭湾エネルギー研究センター

Ⅰ　拠点化計画促進研究開発事業補助金について

１．制度の目的

この補助金は、県内に事業所を有する企業が取り組む「再生可能エネルギーや省エネルギー等の普及・利用の促進」に資する新製品・新技術の開発を支援することにより、福井県の「エネルギー研究開発拠点化計画」に掲げる「エネルギーの多元化への対応※」の充実・強化につなげることを目的としています。

※：再生可能エネルギー（太陽光、風力、小水力、バイオマス等の発電技術等）、蓄エネルギー（蓄電池、二次電池等）及び省エネルギー（LED,有機EL等）の導入促進につながる新たな製品・技術の開発

２．補助対象者

　① 県内に開発拠点となる事業所を有する企業

② 上記①を含むグループ（※）（グループには県内の大学を含むことができる）

　（※）グループを代表する事業者を決めておく必要があります。　

３．補助対象事業

「エネルギーの多元化への対応」に資する製品化および技術の実用化に向けた研究・試作開発で、以下に定める条件を満たすもの。

①補助目的に適合していること

・新規性や先進性のある技術開発であること

・その技術によって、地域のエネルギー構造の高度化に資するものであること

②達成目標および手段が妥当であること

・達成目標が明確に設定されていること

・実施体制が十分であること

・達成目標と比較して、費用対効果が適切であること

③研究成果が他に波及するものであること

・技術開発により創出された新規事業が、将来的に大きく成長する可能性があること

・成果の活用・展開に向けた戦略的な取組みが行われていること

（ただし、以下の場合は対象外）

・設備の拡充や量産化のための調整、既に事業化段階に入っており営業活動を目的にした試作品の開発

・当該研究開発以外の目的に使用される機械、設備、器具等の購入など

４．補助限度額および補助率

　　　補助限度額 ： ２，０００万円

補　助　率 ： 補助対象経費の２／３　以内
５．共同研究グループ等での事業の管理

グループを構成する場合、構成企業のうちいずれか１社が代表企業となり、事業の提案、事業の進捗状況の管理、経理の管理（グループ全体の予算の執行状況の把握）、報告書等の取り纏め等を行ってください。
また、エネ研との連絡等についても、代表企業が一括して行ってください。

６．補助対象経費

補助の対象となる経費は、以下に掲げる事業に要する経費で、事業に必要最小限なものに限られます。
なお、補助対象となるのは、事業開始日（交付決定日）から事業終了日（最長で２月末）までに執行したもの（発注・検収・支払を行ったもの）に限ります。それ以外の期間に執行したものは、補助対象となりません。
また、補助対象事業者内の経費（補助対象事業者の子会社や系列企業との経費も含む）や、共同研究グループ内での企業間取引に要する経費は補助対象となりません。
その他、消費税、振込手数料、海外での取引や調査費用など、補助対象外となる経費があります。詳細については、「補助金交付要領」を確認してください。　
	対象経費
	内　　　　　容

	消耗品費
	「消耗品の購入に要する経費」

	
	・当該研究開発に必要な実験、分析等を行うための材料、試薬等の消耗品の購入に要する経費。
・事務用品、パソコン用品等、汎用性が高い消耗品は、補助対象外とする。

	原材料費
	「原材料および副資材の購入に要する経費」

	
	・機械装置または工具・器具を製作する場合に要する原材料等については機械装置とする。

	機械装置費
	「機械装置または工具器具の購入、借用等に要する経費」

	
	○当該研究開発に必要な機械装置または工具・器具の購入、試作、改良（※1）、据付け、借用又は修繕（※2）に要する経費

・ただし、汎用性が高い一般的な工具・器具は補助対象外とする。

○当該研究開発に必要な機械装置または工具・器具を製作する場合の原材料、部品等の購入に要する経費

・ただし、測定、分析、解析、評価等を行う機械装置を購入する場合、原則、取得価格が５０万円以上のものは補助対象外

（※1）「改良」とは、機能を高め、または耐久性を増すための行為のこと

（※2）「修繕」とは、機能を維持するために行う修理、保守のこと

	外注加工費
（※）
	「外注加工に要する経費」

	
	○当該研究開発に必要な原材料等の再加工、設計、測定、分析試験等の外注を行う場合に外注先への支払いに要する経費

・その外注の内容に、研究開発要素が含まれないこと。
・加工、設計、測定、分析などの作業を外注する費用が補助対象であり、その結果に対し、技術的評価や考察を得る費用は補助対象外とする。
・上記を踏まえ、明確な仕様書・契約書を作成して加工や設計、分析試験等を依頼すること。
・分析試験等において、福井県が設置した公設試験研究機関等に支払う経費等は補助対象外。
・機械装置や工具・器具の部品等を外注で作成・加工する場合は、機械装置費とする。
・外注先が機器・設備等を購入する費用は補助対象外。

	技術指導

受入費
（※）
	「外部からの技術指導を受ける場合の技術指導者に支払われる謝金および旅費等の経費」

	
	・支払われる金額（謝金・交通費等）を算出した書類が必要です。

・自社の社員の旅費は補助対象外

・海外旅費は補助対象外

・産業財産権の導入に係る実施料は補助対象外

	特許取得費
（※）
	「研究開発と密接に関連し、研究開発成果の事業化にあたり必要となる特許権の取得に必要な経費（現存特許の調査に係る費用、弁理士の手続代行費用等）」

	
	・日本特許庁に納付される経費（特許出願料、審査請求料および特許料等）は、補助対象外

・国際特許出願に要する経費は、補助対象外

・拒絶査定に対する審判請求または訴訟を行う場合に要する経費は補助対象外

・補助対象期間中に契約および支払いがなされるものに限る。

	直接人件費
	「技術開発・試作品開発に直接従事する者（補助事業者と雇用関係が結ばれている者に限る。）の当該研究開発にかかる業務時間に対応する人件費」

	
	・出勤簿、業務日誌、雇用契約書、健保等級証明書、給与台帳（給与明細書）など、人件費の算出に必要な書類を提出する必要があります。
・経理処理や打合せなど事務的業務にかかる業務時間は補助対象外
・補助事業者の経営者（例：社長・会長・役員など）の人件費は対象外。（経営者自らが設計・分析・製作などの開発業務を行っている場合であっても補助対象とならない）

	その他の
経費
	「測定、分析、解析、試験等の委託および技術指導の受入れ等に要する経費で、理事長が特に必要と認める経費」

	
	・上記のいずれにも区分されない経費で、理事長に申請し、承認を受けた経費に限る。


（※）外注加工費、技術指導受入費、特許取得費の補助対象経費の合計額は、補助対象経費
全体の合計額の１／２未満であること

＜補助対象経費の取扱いに関する注意事項（※重要）＞

(1)補助対象となる物品の購入経費の支出は、当該研究開発のために必要な最小限の数量および金額とすること。

(2)補助対象経費は、補助事業者が補助事業の実施に要する経費のうち、補助対象期間中に発注し、検収、支払いを終えたものに限る。交付決定日前に発注、契約等を実施したものや、補助対象期間終了後に検収、支払いを行ったものは補助対象外。

(3)汎用性があり、目的外使用になり得るもの（文房具など）の購入費は補助対象外。

(4)親会社や子会社など、系列企業等との取引（物品の購入、機器の貸借、材料加工、等）は補助対象外。

(5)中古品の購入費は補助対象外。

(6)消費税および地方消費税、各種保険料、借入金等の支払い利息及び遅延損害金等は補助対象外。

(7)生産を目的とした設備投資、原材料や商品の仕入れ等営利活動とみなされる事業は補助対象外。

(8)補助対象経費により取得した物品等については、発注書控、仕様書、注文書並びに注文請書、納品書、請求書、振込明細書、領収書等の証拠書類及び発注図面等を整備、保管が必要。

(9)交付額の確定については、第三者が確認できる資料（契約書、納品書、請求書、領収書、振込明細書、設計図、写真等）および購入物品等より確認する。

(10)補助対象経費の支払については、原則として口座振込（口座から口座への振込）により支払うこと。（現金による口座振替により支払をする場合は、その現金が会社から持ち出されたものである証拠を提出すること。）

(11)手形、小切手、クレジットカード、電子マネー、ビットコイン、ショップポイント、相殺での支払は補助対象外。（ただし、口座振込による支払が不可能であることにやむを得ない理由があり、支払の事実を証明できる場合には、口座振込以外の支払方法を認める場合もあるが、事前にエネ研の了承を得た場合に限る。）

(12)口座振込等で支払う場合は、補助対象経費のみの支払いを行うこととし（他の支払と混合しない）、振込手数料は補助対象外とする。ただし、振込手数料が仕入先等の負担となる場合には、振込額と振込手数料の合計額が支払額となるので、当該振込手数料を補助対象とする。やむを得ず他の支払と一括した場合には、補助対象経費及び他の経費の両方の明細を整備し、区分を明確にする必要がある。

(13)書類等の整備、保管の期間は補助金交付要領に基づき、補助事業が完了した日の属する年度の終了後５年間とする。ただし、「機械装置」を購入した場合には、「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」（昭和四十年三月三十一日大蔵省令第十五号）の規定に基づき、整備、保管が必要。

(14)「補助事業が完了した日」とは、研究開発および経費の支払いが完了した日とし、補助対象期間内に補助事業に係る全ての支払を完了させた後に実績報告書を提出すること。
７．補助事業実施期間

補助事業の実施期間は、交付決定日から当該年度の２月末までとなります。
ただし、毎年申請・審査手続を行った後、必要性が認められれば、同一テーマで最長３カ年の補助を受けることができます。
８．応募手続き等

　（１）相談および申請先

　　　　　　〒９１４－０１９２　福井県敦賀市長谷６４号５２番地１

　　　　　　（公財）若狭湾エネルギー研究センター　産業育成部

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ＴＥＬ：０７７０－２４－７２７６（直通）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ＦＡＸ：０７７０－２４－７２７５

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：sangyo@werc.or.jp
　（２）受付期間　　

平成２９年４月１１日（火）～平成２５年４月２５日（火）

　　　　　提出書類を持参または郵送で提出してださい。期限必着です。

　（３）提出書類

①事業計画書（「Ⅱ事業計画書の様式及び記載要領」参照）
・所定の様式の他に、製品開発等の仕様書および図面等について、明確かつ簡略なＡ４版資料で提出してください。
・代表企業の過去３年分の決算報告書（貸借対照表、損益計算書等）を添付してください。
・グループで行う場合には、グループ間の役割(事業体制)や費用分担の内訳

(事業の資金計画)を記載してください。

　　　　　　・会社パンフレット（グループで構成している場合は各会社等のパンフレッ　

　　　　　　　ト）を提出してください。
②説明補助資料
・事業内容について、写真・図・表・グラフなどを用いて視覚的に説明する資料を提出してください。
・資料の様式は問いませんが、プレゼン型資料（パワーポイントなど）とし、以下の項目を明確にわかる形で説明してください。
【記載項目例】
（a)　事業の目的、背景
・開発を計画している分野には、現在どのような技術があり、どのような課題があるのか
・自分達は、その分野の何を開発するのか（なぜこの開発を行うのか）
・その開発は、既存のものとは異なる新規性があり、そして先進性があるか
（b)　今年度の事業範囲・スケジュール・目標
・どのような手段で、何を行い、どこまで開発を行う計画か
・開発の課題と見通し、と達成目標
・達成目標と比較して、費用対効果が適切であること
（c)　研究成果の波及性
・開発成果は事業化により、将来的に大きく成長する可能性があるか
・開発成果の活用により、どのような応用展開が期待できるか
（d)　まとめ
・開発成果をどのように地域のエネルギー構造の高度化に繋げていくか等、今後の展望について
③提出部数

・受付期間内に、書類一式（「①事業計画書（添付書類含む）」正１通と「②説明補助資料」）を提出してください。書類一式（正１通）を提出してください。

　　　　　④その他

・提出書類等の返却はいたしません。
　（４）審　　査

　　　　　「事業計画書」を提出いただいた後、次のような確認・審査を行います。

（各過程において、追加資料の提出または説明を求めることがあります。）
　　　　　①事業計画書の審査
・エネ研にて、基本的な内容（補助事業者にあてはまるか、制度の趣旨に合っているか、不明確な点は無いか、等）について調査を行なった後、経理評価（企業内容、事業予算は適正か）、技術評価（事業内容、事業体制と能力、事業の方法）等の観点で審査委員による審査を行い、国の審査に進む事業計画を選考します。（国の審査に進むための条件や、事業内容への助言が付されることもあります。）
　　　　　②国の審査に進む事業計画の確認
・①の結果、国の審査に進む事業計画と認められたものについて、福井県が内容確認を行います。
　　　　　③国の審査
・②で確認を行なった事業計画について、国が審査し、補助金交付の可否を決定します。（この補助金事業は、経済産業省・資源エネルギー庁の「エネルギー構造高度化・転換理解促進事業」を活用して取り組むことから、補助金の交付決定については、資源エネルギー庁の評価委員会が行います。）
　（５）採択通知

　　　　　採択された事業については、後日、申請者あてに通知します。

　（６）公　　表

　　　　　採択になった場合には、企業名等、代表者、事業件名等を公表します。

９．補助事業実施期間

応募に際しては、期間内で実施可能な事業計画を立ててください。
ただし、審査の結果、事業内容により事業期間の短縮等を求めることがあります。
また、国や県等の補助・委託事業等で採択されたテーマと同一または類似の内容の事業は、採択されません。
　　［スケジュール（予定）］

	項　　　目
	期　　間

	◆事業計画書提出（企業→エネ研）
	４月１１日（火）～４月２５日（火）

	◆補助資料提出　（企業→エネ研）
	同上

	◆書類確認・ヒアリング
	４月２６日（水）～５月２日（火）

	◆事業計画書の審査
	５月上旬

	◆審査結果の通知（エネ研→企業）
	５月中旬

	◆交付申請書提出（企業→エネ研）
	５月中旬

	◆交付申請書審査（エネ研・県・国）
	５月中旬

	◆交付決定（エネ研→企業）（以降、発注可能）
	６月下旬

	◆遂行状況報告書提出（企業→エネ研）
	１０月１０日（火)

	◆進捗状況の調査
	必要に応じて（年数回)

	◆事業終了
	２月末日

	◆事業報告書提出　　（企業→エネ研）
	～３月９日（金）

	◆事業実施結果の完了検査
	３月下旬

	◆概算払い請求書提出（企業→エネ研）
	４月中旬

	◆補助金払込み（概算払い）
	４月下旬

	◆補助金額の確定通知（県→エネ研）
	５月以降

	◆補助金額の確定通知（エネ研→企業）
	５月以降

	◆精算払い請求書提出（企業→エネ研）
	５月以降

	◆補助金払込み（精算払い）
	５月以降


１０．補助金交付の条件

補助金の交付決定を受けた場合は、補助事業者は以下の条件を守る必要があります。
①消費税は補助対象ではありませんので、交付申請にあたっては、消費税額を除いて申請してください。
②補助事業を変更、中止または廃止しようとする場合は、事前に承認が必要となります。
③補助事業の進捗状況については、求めに応じて報告する必要があります。また、補助事業完了後も、求めに応じて事後状況について報告する必要があります。
④補助事業を完了した場合、実績報告書を提出してください。
⑤補助事業により取得した機械等の財産については、補助事業の終了後も善良なる管理者の注意をもって管理し、補助金交付の目的にしたがって効果的運用を図ってください。補助対象物件を販売または処分する場合は、事前に承認を必要とします。また、処分等で得た収入は財団に返納することとします。処分制限期間は、財務省の「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」（昭和４０年３月３１日大蔵省令弟１５号）に基づき経済産業省告示として定めているものとします。
⑥補助事業の成果の企業化または工業所有権等の譲渡または実地権設定およびその他補助事業の実施結果の他への供与による収益を得たと認められた場合、その収益の一部をエネ研に納付（納付額は補助金額以下）しなければなりません。
⑦補助事業に基づく発明、考案等に関して、特許、実用新案登録および意匠登録を補助事業年度または補助事業年度終了後５年以内に出願もしくは取得した場合、またそれらを譲度し、もしくは実施権を設定した場合には、届出をしてください。
⑧補助事業に係る経理については、その収支の事実を明確にした証拠書類を整理し、補助事業年度終了後５年間保存してください。

１１．研究成果の帰属

　　補助事業を実施することにより特許権等の知的所有権が発生した場合は、補助事業者に帰属します。

１２．成果の発表

　　　補助事業終了後または実施中に成果発表をしていただくことがありますのでご協力をお願いします。

１３．その他

　　　他の補助事業との併用はできません。

Ⅱ　事業計画書の様式及び記載要領
様式第１号
平成　年　月　日

公益財団法人若狭湾エネルギー研究センター
理　事　長　様
提出者（グループの場合、グループ名を記載）

住所（代表者の〒、所在地）

氏名（代表者となる企業の法人名

および代表者の氏名、各印鑑）

平成   年度　拠点化計画促進研究開発事業補助金事業計画書

平成    年度拠点化計画促進研究開発事業について、補助金の交付を受けたいので、関係書

　類を添え、下記のとおり提出します。

記

１．補助事業名称　　　　　　　　○○○○････
２．事業の目的および内容　　　　別紙１のとおり

３．事業の完了の予定期日　　　　開始予定期日　交付決定日

および実施の計画　　　　　　完了予定期日　平成　年　月　日

別紙１のとおり

４．交付申請予定額　　　　　　　補助事業に要する経費　　　　　　　　　　　円

　　　　　　　　　　　　　　　　　 (補助対象経費　　　　　　　　　　　　　　　円)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　交付申請予定額　　　　　　　　　　　　　　円

５．交付申請予定額の算出方法　　別紙２のとおり

６．補助事業の経費の配分および　別紙２のとおり

　　　　経費の使用方法
７．添付書類　　　　　　　　　　別紙１ 事業実施計画書

　　　　　　　　　　　　　　　　別紙２ 事業内容説明書
　　　　　　　　　　　　　　　　法人の登記簿謄本（写し）
様式第１号の別紙１

事業実施計画書
	補助事業名
	

	事業区分
	エネルギーの多元化への対応

	グループ名
	

	代 表 者
（申請者）
	企業名
	

	
	住　所
	〒
	ＴＥＬ
	

	
	氏　名
	
	ＦＡＸ
	

	グループ構成
	機関名（所在地）
	部署・役職等
	代表者名
	責任者

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	アドバイザー
	機関名（所在地）
	部署・役職等
	代表者名
	協力内容

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	事業目的
	

	事業内容　
	

	成果展開の
見込み
	

	事 業 費
	補助事業に
要する経費
	円
	補助対象経費
	円

	補助事業に
要する経費の内訳
	経費の区分
	補助事業に
要する経費
	補助対象経費
	経費の負担区分

	
	
	
	
	補助事業者
	補助金交付申請額

	
	消耗品費
	
	
	
	

	
	原材料費
	
	
	
	

	
	機械装置費
	
	
	
	

	
	外注加工費
	
	
	
	

	
	技術指導受入費
	
	
	
	

	
	特許取得費
	
	
	
	

	
	直接人件費
	
	
	
	

	
	その他の経費
	
	
	
	

	
	合　　　計
	
	
	
	

	申請（予定）額
	　　　　　　　　　　　　　　　　円
	事業期間
	年間

	他の類似した補助事業の申請等の有無
	□　無

	
	□　有
	申請先
	

	
	
	研究テーマ
	

	
	
	本研究との相違点
	


様式第
１号の別紙２

事業内容説明書

１．申請者の概要（別添可）
　（１）申請者が営む主な事業内容

　（２）現有する施設・主要設備等

　　　①施設
　　　②主要設備

　（３）申請者（代表者）の略歴

２．事業内容

　（１）技術開発の内容
ⅰ. 補助対象となる技術開発の内容（具体的かつ詳細に記載）
ⅱ. 技術開発を行う上で、解決すべき技術的問題と、それを解決するための取組
ⅲ. 技術開発の実施場所（複数個所で実施する場合は、全ての実施場所と実施内容を記載）
	実施内場所
	実施内容
	実施時期（予定）

	
	
	

	
	
	

	
	
	


（２）技術開発の背景、目的、最終目標、目標達成度の測定方法（実証実験等）
　　①技術開発の背景・目的
ⅰ. 技術開発によって新たに創出される商品、サービス等と、その目標（具体的に記載）
　　（※）下記の例のように、可能な限り具体的な指標と数値を設定してください
　　　　　　　・新たな製品等　：　○○○○装置

　　　　　　　・製造コスト　　：　○○円以下（現状　△△円）

　　　　　　　・加工時間　　　：　○時間以内（現状　△時間）
　　　　　　　・新製品の性能　：　消費電力量○○Wh（現状　△Wh、既製品の約○○％省エネ）
ⅱ. 上記について、従来技術や既製品と比較した事業の特徴・新規性・優位性等
ⅲ. 技術開発により、エネルギー構造の高度化等の実現が必要である理由・背景
②最終的な成果（技術的な目標）
ⅰ. 技術開発により得られる定量的な目標・成果（具体的に記載）
ⅱ. 上記、目標・成果達成度の測定方法
ⅲ. 当該成果がエネルギー構造の高度化等にどのように寄与するのか

③事業スケジュール
	項　目
	６月
	７月
	８月
	９月
	10月
	11月
	12月
	１月
	２月

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


　　　　　　
　　　
④事業スケジュール（年度）
	年　度
	実　施　内　容
	総事業費（実績または見込）

	平成　年度
	
	

	平成　年度
	
	

	平成　年度
	
	


（年度ごとに簡略かつ具体的な実績・予定を記載してください。）
⑤事業体制
	作業分担
	所在地
	担当者の詳細

	企業名等
	
	

	研究総責任者
	
	所属部署：
役職：
氏名：
ＴＥＬ：
ＦＡＸ：
E–mail：

	
	
	

	
	
	所属部署：
役職：
氏名：
ＴＥＬ：
ＦＡＸ：
E–mail：

	
	
	

	
	
	所属部署：
役職：
氏名：
ＴＥＬ：
ＦＡＸ：
E–mail：

	
	
	

	
	
	所属部署：
役職：
氏名：
ＴＥＬ：
ＦＡＸ：
E–mail：

	
	
	

	
	
	所属部署：
役職：
氏名：
ＴＥＬ：
ＦＡＸ：
E–mail：

	
	
	


３．成果の波及性、事業化計画
①成果の波及性
ⅰ. 技術開発により創出される新規事業が、将来的に大きく成長する可能性
ⅱ. 開発した技術が幅広く波及する可能性
②事業化計画
ⅰ. 事業化により期待される成果
ⅱ. 事業の成果に対する市場ニーズ
ⅲ. 事業化に向けた戦略、取組み、事業展開可能性
４．事業の資金計画

（１）資金調達内訳

	区　　　　　分
	金額（円）
	資金の調達先

	自　己　資　金
	
	

	借　　入　　金
	
	

	補　　助　　金
	
	

	そ　　の　　他
	
	

	    合　　　　　計
	
	


（２）資金支出内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（消費税抜き）
	区　分
	品名
（注１）
	仕様（注２）
	単位（注３）
	数量
	単価

（円）
	補助事業に要する経費（円）（注４）
	補助対象

経費
（円）（注５）
	補助金交付申請額
（円）（注6）
	備考
（注７）

	消耗品費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	
	
	
	
	
	

	原材料費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	
	
	
	
	
	

	機械装置費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	
	
	
	
	
	

	外注加工費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	
	
	
	
	
	

	技術指導

受入費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	
	
	
	
	
	

	特許取得費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	
	
	
	
	
	

	直接人件費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	
	
	
	
	
	

	その他経費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	合計
	
	
	
	
	
	
	
	


《資金調達内訳および資金支出内訳の記載注意》

（注１）「品名」には、品名等の名称を記載する。

（注２）「仕様」には、それぞれの形式、性能、構造等を記載する。

（注３）「単位」には、それぞれの物の算出単位を記載する。

（注４）「補助事業に要する経費」とは、当該研究を遂行するのに必要な経費（総事業費）を意味し、ここでは数量に単価を乗じた金額を記載する。

（注５）「補助対象経費」には、「補助事業に要する経費」のうちで補助対象となる経費を記載する。（対象外となる経費がなければ「補助事業に要する経費」と同一額を記載する）

（注６）「補助金交付申請額」は、「補助対象経費」のうちで補助金の交付を希望する額で、「補助対象経費」の区分小計に補助率を乗じた額以内（区分小計のみ記入。千円未満は切り捨てること。）、かつその合計額は補助限度額以内とする。

（注７）備考欄には、購入、借用等の別を記載する。

５．経営状況

経　営　状　況

（平成　年　月　日現在）

会社名　　　　　　　　　　

（単位：千円）

	期　別

項　目
	第　　期

年　月　日から

年　月　日
	第　　期

年　月　日から

年　月　日
	第　　期

年　月　日から

年　月　日

	売 上 高　Ａ
	
	
	

	経常利益　Ｂ
	
	
	

	総 資 本　Ｃ
	
	
	

	自己資本　Ｄ
	
	
	

	流動資産　Ｅ
	
	
	

	流動負債　Ｆ
	
	
	

	総資本経常利益率

Ｂ×１００／Ｃ
	
	
	

	売上高経常利益率

Ｂ×１００／Ａ
	
	
	

	自己資本率

Ｄ×１００／Ｃ
	
	
	

	流動比率

Ｅ×１００／Ｆ
	
	
	


※本資料は、過去３年分の財務諸表により作成してください。

※金額は、百円の位を四捨五入して千円単位で記入してください。率は、小数第２位を四捨五入し

　て小数第１位まで記入してください。

※過去３年分の決算書（貸借対照表、損益計算書）及び有価証券報告書等の写しを添付してください（事業計画書提出時のみ）。
６．役員名簿
	氏名カナ
	氏名漢字
	生年月日
	性別
	会社名
	役職名

	
	
	和暦
	年
	月
	日
	
	
	

	ｸﾝﾚﾝ ｼﾞｯｼ
	訓練　実施
	S
	30
	03
	04
	M
	株式会社訓練
	代表取締役社長

	ﾄｳﾎｸ ｲﾁﾛｳ
	東北　一郎
	S
	40
	01
	01
	M
	株式会社訓練
	常務取締役

	ｶﾝｻｲ ﾊﾅｺ
	関西　花子
	S
	45
	12
	24
	F
	株式会社訓練
	取締役営業本部長

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	


（注）

　・役員名簿については、氏名カナ（半角、姓と名の間も半角で１マス空け）、氏名漢字（全角、姓と名の間も全角で１マス空け）、生年月日（半角で大正はT、昭和はS、平成はH、数字は２桁半角）、性別（半角で男性はM、女性はF）、会社名及び役職名を記載する。（上記記載例参照）。

　・また、外国人については、氏名欄にはアルファベットを、氏名カナ欄は当該アルファベットのカナ読みを記載すること。

